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 （議事３－１）第２回策定委員会で出された意見等への対応について                              

【前回委員会】議事３－１ 市民アンケートの結果について 

【前回委員会】議事３－２ 第１回策定員会で出された意見等への対応について 

【前回委員会】議事３－３ 住生活の将来像および基本目標の設定について 

番号 意見等 委員会時の回答 対応方針 

１ 市民アンケート調査結果よ

り、バリアフリーの対応状況を

確認すると、思うように進んで

いないことが考えられるが、原

因の追究は行えているか。原因

として考えられることには、お

年寄りの方を中心に、補助金等

の制度を知らない可能性があ

る。また、同居していない家族

が必要性をどこまで本気で考え

ているかという話もある。（森委

員） 

・市民アンケートの別の調査項目か

ら、バリアフリーを含めたリフォ

ームを行わない理由には「資金が

ない」という面も大きいと思われ

ることから、補助制度等の周知活

動の推進を図る。 

・施策について、バリアフリー化の

具体の整備方法等が分かるよう

な相談体制等も進めていきたい。 

 

委員会時の回答のと

おり進める。 

制度周知の際は、周知の方法、

分かりやすさ、簡潔さ等に留意

していただきたい。（森委員） 

２ 実際に今年家を新築した際に

感じたが、住宅関係の補助制度

にどのようなものがあるのか確

認する機会があったが非常に分

かりにくい。基本的には住宅会

社に任せたが、計画の段階で申

請が必要なものもあり、整備が

進んで間に合わないことがあっ

た。（大島委員） 

・住宅にまつわる補助金は秋田市で

実施しているもの、国や県で実施

しているものがある。秋田市では

ホームページ等で、それぞれ現在

は断片的に紹介していたが、流れ

に沿ってというのは行っていな

いため、分かりやすく伝える方法

について検討していく。 

 

委員会時の回答のと

おり進める。 

 

大学ではカリキュラムフロー

というものを作成し、卒業まで

の目標とそのための選択科目な

どがフローになっている。 

制度に関しては使う人が追っ

ていけば自分の補助メニューは

何になるかというのが分かるよ

うなものがあればいいと思う。

（山口委員長） 

３ アンケート調査のうち、高齢

者や障がい者の住まいに関する

・地域で高齢者等を支えていく地域

包括システム等については、福祉

委員会時の回答のと

おり進める。 
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番号 意見等 委員会時の回答 対応方針 

項目で必要だと思う取組につい

て「持ち家のバリアフリー化な

どリフォームに関する助成制度

の充実」が 20％、「住み慣れた地

域で生活していくための生活支

援・介護サービスの充実」が

41％と倍以上の需要がある。 

形骸的なバリアフリー化より

も、地域での高齢者の輪という

ものが形成されるような取組が

あれば、生活しやすいと感じる。 

地域でのコミュニケーション

を提供するような場を考えてい

った方がいいのではないか。（大

島委員） 

部局と連携・情報交換を行いなが

ら、地域で支えるという仕組みに

ついて検討を行っていく。 

地域の包括ケアシステムを秋

田市でも展開していると思う。 

また、主担当は別の担当課と

なるかもしれない。縦割りの効

率というのもあるが、横のつな

がりを作ることも大切だと感じ

る。（山口委員長） 

４ 前回委員会において、耐震性

向上に向けた支援について、耐

震に関わる興味や意識を変える

ためにも、昭和 56 年５月以前の

建物に限定せずに実施してほし

いという提案を行った。前回委

員会意見への対応を確認する

と、提案については対応しない

方針となっているかと思う。耐

震改修促進協議会は私が会長を

務めているが、阪神大震災をき

っかけに、秋田市でも耐震化の

促進に向けて、協議会が発足さ

れたと認識している。 

アンケート調査結果で耐震性

の満足度は約 32.4％が「不満」

「やや不満」と回答しており、

・建築指導課と協議を行い、まずは

昭和 56 年５月以前の耐震化を最

優先するという方針としたが、意

見を踏まえて今後再検討を行う

ものとする。 

・実際に昭和 56 年６月以降の住宅

も含めて補助の対象としている

市町村があることは確認を行っ

た。国庫補助の関係もあると思う

ので、改めて建築指導課と相談す

る。 

壁量規定が現行基準

並に強化されたのが昭

和 56 年６月であること

を踏まえ、いわゆる旧

耐震基準である昭和 56

年５月以前の住宅の耐

震化を優先的に進めて

いく。 

なお、平成 12 年６月

に、壁量規定に変更は

ないものの、壁のバラ

ンスや金物等に関する

規定が明確化されたこ

とから、今後、昭和 56

年６月から平成 12 年５

月までに建築された木

造住宅の耐震性能の向
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番号 意見等 委員会時の回答 対応方針 

その回答者は昭和 56 年５月以

前の建物に寄らないと思われ

る。昭和 56 年５月以前の建物

は、耐震化の耐震診断さえ実施

が難しい状況が分かっているな

か、昭和 56 年６月以降の建物が

事業の対象外という話では、協

議会を続ける必要性を感じられ

ない。行政の判断で対応可能で

あるため、対応を変えていく必

要がある。まずは耐震診断の補

助を昭和 56 年５月以前の建物

に限らないようにしてもらいた

い。実際に昭和 56 年６月以降の

建物も含めて対象としている都

市の事例がある。（加藤俊委員） 

上に係る支援制度の拡

充を検討する。 

耐震の調査や改修を秋田市も

実施しているが件数が上がって

いない。今後実施するにしても

あまり進まないのではないか。

方法を変えるか、補助額を変え

るか、対象を広げるかという。

具体的な方針を示す必要がある

のではないかということ。（山口

委員長） 

５  前回委員会からの変更のう

ち、基本目標３の基本方針は「持

続可能な住まい・まちづくり」

から「多核集約型コンパクトシ

ティ形成の実現に向けた持続可

能な住まい・まちづくり」と変

更しているが、「多核集約型」の

コンパクトシティとはどのよう

な意味か。また、秋田市のコン

パクトシティの範囲をどのよう

に考えているか。（加藤俊委員） 

・総合都市計画においても「多核集

約型コンパクトシティの形成」と

いう位置づけを行っている。ま

た、立地適正化計画を平成 30 年

に策定しており、都心中心市街地

と６つの地域中心で構成するコ

ンパクトな市街地形成を目指し、

「多核集約型」という記載を行っ

た。 

・範囲については、計画書素案 33頁

に整理しており、市街化区域のな

かに都市機能誘導区域と居住誘

導区域を設定している。 

委員会での回答のと

おり進める。 

 第６次総合都市計画では「集

約型」のコンパクトシティとし

ており、秋田市中心拠点の一極
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番号 意見等 委員会時の回答 対応方針 

のみに集約するのかという誤解

がうまれたため、今回の第７次

総合都市計画の策定にあたって

は、「河辺」や「雄和」を含めた

表現とするべく「多核集約型」

という言葉を使うように計画し

ている。住生活基本計画におい

ても整合を図ったという関係に

なっている。（山口委員長） 

６ コンパクトシティで機能集約

を図る上で合理的というのは分

かるが、高齢者の方はまちなか

に住むよりも土地の広い郊外に

住みたいと思う方が多いのでは

ないか。（大島委員） 

・どちらの意見もあると思ってい

る。利便性の高い場所に住みたい

という相談を受ける場合には、市

営住宅やセーフティネット住宅

を案内する。一方で郊外に住みた

い方もいるので、そういった方に

対しては、生活レベルの維持につ

いて検討していく必要があると

考えている。 

居住誘導区域への誘

導については、優先して

推進することとするが、

郊外へ住みたい方につ

いても、それぞれのニー

ズに合った制度の周知

や分かりやすい窓口対

応等に努め、生活レベル

の維持に対応する。 

高齢者は郊外へ住みたいとい

う意見があったが、一方で、歩

いて買い物に行けることなどを

メリットに、中心部に住みたい

高齢者も多いのではないか。（加

藤俊委員） 

強制的に居住誘導区域に移転

してほしいというわけではな

く、選択の自由があり、居住誘

導区域外に住むとなれば構わな

いというスタンスである。ただ

し 20 年後の人口や市の財政の

ことを考えると、サービスを提

供するためには一定程度集約し

たい、社会的な総便益を考える

と一定程度集約して居住してい

ただく、という方向で軸足を置

いていることの表明が、立地適

正化計画だと理解している。（山

口委員長） 

７ 住生活基本計画のなかでは、

災害に対する安全なまちづくり

を考えていると思うが、土崎地

区の土崎駅西側のエリアは津波

・津波や洪水による浸水想定区域と

居住誘導区域の考え方について

は、国の方でも検討を進めている

ところである。その辺の状況も踏

総合都市計画や立地

適正化計画との整合性

を図りながら、住宅部門

においても、災害に対応
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番号 意見等 委員会時の回答 対応方針 

浸水想定区域で２ｍ以上となっ

ている。そこへ居住誘導区域を

設定するのはいかがなものか。

（大島委員） 

まえつつ、将来的に立地適正化計

画の内容も変更となる可能性も

ある。住宅部門においては、災害

に対応した施策を考えていく必

要があると感じている。 

した施策の実現に向け

て検討する。 

土崎の浸水エリアは面積的に

多く、それは今後、総合都市計

画のなかでも考えていく必要が

ある内容であると捉えられてい

る。 

住生活基本計画のほか、総合

都市計画、総合計画も今後改定

されていくということで、その

なかで整理されていくかと考え

ている。ただし、舵は急には直

角には曲がらないが、最終的に

は大きな力を発揮すると考えて

おり、その議論がここにもあっ

たと捉えている。（山口委員長） 

８ 基本目標の「安全・安心に暮

らせる住まい・まちづくり」は

現計画では目標２としていた

が、本計画では目標１となって

いる。目標の順番は、重視して

取り組むことの表明だとも捉え

られるが、そういう考え方で舵

を切ったということで相違ない

か。（山口委員長） 

・相違ない。市民の安全を守るとい

うことを第一に考え、災害や空き

家等の対策に関わる基本目標を

１番目とした。 

委員会時の回答のと

おり進める。 

【前回委員会】議事３－４ 基本目標の実現に向けた施策の展開について 

【前回委員会】議事３－５ 成果指標および公営住宅の供給の目標量について 

番号 意見等 委員会時の回答 対応の必要性 

１ 基本目標の実現に向けた施

策の展開に、「災害に強い住ま

いづくりの推進」を挙げており

耐震化等の促進を挙げている。

それを受けて、目標１の取組で

は、住宅に対する耐震性向上の

支援を挙げていると思うが、取

組をみると既存住宅に対する

内容のみであると考えられる。

・制度上、住宅の性能までを求めた

内容は考えておらず、まずは安全

な場所への移転の考え方をとっ

ている。 

・一方で、耐震等級については、長

期優良住宅の認定を行っている。

こちらの方は、制度の普及促進を

進めていく必要があると考えて

いる。 

委員会時の回答のと

おり進める。 
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番号 意見等 委員会時の回答 対応の必要性 

新築住宅に対する耐震性の向

上については、そこに含まれる

のか、また別の施策に含まれる

のか。もしくは、新築の建築基

準法レベル（耐震等級１）で問

題無いと考えているのか。（加

藤一副委員長） 

 

等級１は基準法レベル。等級

２、３は基準法では求めていな

いが、より望ましいものという

理解で間違いない。 

ただし、通常レベルであれ

ば、等級１でも問題無いと捉え

て構わない。（加藤一副委員長） 

その場合、がけ地移転等、行

政が財政的に支援するものに

ついては、普通であれば「災害

に強い住まい・まちづくり」を

目指す場合、等級２まで求める

というのが望ましいと考えら

れる、その辺は難しいのか。（山

口委員長） 

 施策目的の考え方。行政が支

援するならば、耐震性能もレベ

ルアップを検討してほしいと

いう要望をつける。一方で、事

業の目的としてはそこまでの

意図は考えていないという捉

え方の問題である。（山口委員

長） 

昭和 56 年６月以降に対して

は、耐震等級１は満たしている

と考えている。建築時期別住宅

数を確認すると、昭和 56 年５

月以前の住宅は全体の約 20％

程度残っていることから、まず

は昭和 56 年５月以前の住宅を

最優先として支援しながら耐

震化してもらおうというのが
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番号 意見等 委員会時の回答 対応の必要性 

今の制度の趣旨となっている。

昭和 56 年６月以降の住宅や今

後の新築についての対応は、次

のステップと考えている。（根

田委員） 

２ 昭和 56 年５月以前の建物の

耐震化について、現状のなかな

か進まない状況を考えるとこ

れ以上の向上を見込むのは難

しい。耐震等級１のレベルは家

が壊れても死ななないという

レベル。昭和 56 年６月以降の

方々は耐震に興味を持ってい

る方々がほとんどであると思

われるので、安心・安全を買う、

促進するというのであれば、そ

のような人々への支援（耐震診

断）が必要だと考える。 

さらに第一の目標に掲げて

いる住宅の耐震化向上につい

て、これまでと同じ内容で良い

のかと考える。 

 国庫補助でなく、市単独でも

実施可能だと思われる。国庫補

助出ない場合で他都市でも事

例があると思う。（加藤俊委員） 

・市の財政状況もあることから、担

当部局と相談しながら次回、回答

を整理する。 

・その他の支援制度も検討してお

り、全体のバランスや優先度等を

踏まえて検討を進めていく。 

 

壁量規定が現行基準

並に強化されたのが昭

和 56 年６月であること

を踏まえ、いわゆる旧

耐震基準である昭和 56

年５月以前の住宅の耐

震化を優先的に進めて

いく。 

なお、平成 12 年６月に、

壁量規定に変更はない

ものの、壁のバランスや

金物等に関する規定が

明確化されたことから、

今後、昭和 56 年６月か

ら平成 12 年５月までに

建築された木造住宅の

耐震性能の向上に係る

支援制度の拡充を検討

する。 

３ バリアフリーに対する支援

について、問い合わせや対応状

況はどの程度か。 

また、耐震に関する診断の問

い合わせと診断実績はどの程

度か。対応の状況等を確認した

上で、周知の強化について考え

る必要がある。（原田委員） 

・バリアフリーの相談件数は、福祉

部局とまたがるため、件数自体は

把握していない。一方、住宅リフ

ォーム支援事業については、年間

多いときで 3,000 件、近年は年間

1,000 件以上となっており、その

なかでバリアフリーに関する支

援も行っている。 

・耐震診断の補助件数は、平成 23 年

～令和元年で 51 件、診断後の耐

震改修が平成 23 年～令和元年で

10 件となっている。実際の相談件

数は把握しきれていない。 

バリアフリーの相談

件数については、委員会

時の回答のとおり。 

耐震診断の相談件数

は、年間 20 件前後であ

り、約半数が耐震診断の

補助を受けている。今後

も制度の周知に努め、利

用の促進を図ってまい

りたい。 
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番号 意見等 委員会時の回答 対応の必要性 

４ 実際に耐震診断を行った住

宅のうち、改修が必要な住宅は

どの程度あるか。また、耐震性

向上に向けた支援について、目

に触れる機会を増やした方が

いいのと思う。（原田委員） 

・100％の割合で、改修が必要となっ

ている。実際には改修の際は費用

がかかるため、改修の実施までに

は至っていない方々も多い。 

住宅リフォーム支援

事業の際に、チラシを配

付するなど制度の周知

に努め、利用の促進を図

ってまいりたい。 

 

５ 耐震診断を申し込む人の住

宅は古いわけではなく、一般的

な住宅である場合が多いもの

の、実際に評価すると、築年数

等により倒壊する可能性が高

い診断結果となる。耐震診断の

結果、耐震改修が必要といわれ

ても困ってしまう状況も発生

するため、そのあとのケアが必

要である。（加藤一副委員長） 

 

 委員会時の意見を参

考とし、研究していく。 

６ 耐震診断の量を増やす必要

がある。診断の結果、改修が必

要となった場合、高額で改修が

困難となった場合、部分的に最

低限の耐震改修を行うという

ようなアイディアについて検

討を行ってみてはどうか。耐震

改修補助は、あるレベルまで上

げないといけない状況にある

とのことだが、それをクリアし

ようとすると多額になる。補助

をもらわなければ、各自の判断

で部分的な改修はかまわない

とのことで、その辺の情報提供

は必要である。（山口委員長） 

 委員会時の意見を参

考とし、研究していく。 

７  目標３に関する取組のうち、

「居住誘導を促進するための

新たな補助事業等の検討」をみ

ると、「検討開始時期」の前半、

「実施開始時期」の前半に〇が

ついているが、居住誘導促進を

実施するのか、検討することを

・居住誘導を促進するための事業を

検討し、その実現に向けて実施し

ていくという方針である。前半の

中でなんらかの取組を実施する

予定である。 

 

委員会時の回答のと

おり進める。 
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番号 意見等 委員会時の回答 対応の必要性 

実施することを開始するとい

うことか。（山口委員長） 

８  目標３に関する取組のうち、

「地域の実情や需要に応じた

移動手段の導入検討」とある。

コンパクトシティでまちなか

に移住できる方は良いが、郊外

の住み慣れた暮らしを続けた

い人も多い。人口減少等により

公共交通の廃止や運行本数が

減っているなか、そのような

人々に対しての手当てが必要

である。現在 65歳以上は 100 円

でバスの乗車が可能となって

いるが、他の交通手段となった

際に、同程度の価格で行けるの

か、経済的負担の面も含めた検

討を進めていただきたい。（森

委員） 

 

・現在、公共交通に関する計画の策

定を進めており、路線バスのほか

郊外ではマイタウンバス、ワンコ

インバスの交通手段があるが、そ

れらの利用が不便な地域におい

ても、何らかの交通手段の確保が

必要であると考えており、乗り合

いタクシー等の活用を検討して

いる。交通部門で同時に検討を進

めている状況であるため、住生活

基本計画のなかではここまでの

表現が限界と考えており、料金等

含めて記載するのは難しい。 

交通政策課へ報告済

み。 

第３次秋田市交通施

策ビジョンでは、「利用

しやすいバス運賃の検

討」や「持続的な地域の

移動手段の確保に向け

たタクシー等小型車両

の活用」などを取り組む

こととしている。 

これらの取組を行い

ながら、公共交通の利便

性向上に取り組んでま

いる。 

９  目標５に関する取組のうち、

「テレワークの環境整備に対

する支援」とあるが、今の段階

で具体にどのようなことを考

えているか。（加藤俊委員） 

・移住者に対するパソコン等の環境

整備について補助の検討を行っ

ているところである。 

東京圏からの子育て

世帯や単身者などの移

住希望者に対し、テレワ

ークを実施するための

環境整備に対する支援

を検討している。 

【前回委員会】議事３－６ 秋田市営住宅等長寿命化計画について 

【前回委員会】議事３－７ 両計画の素案およびパブリックコメントについて 

番号 意見等 委員会時の回答 対応の必要性 

１ 本委員会で出された意見す

べてに対応するのは難しいと

思うが、できる限り反映しても

らいたい。また、反映が難しい

場合は理由をきちんと説明し

てほしい。耐震改修促進協議会

の方々の意見は、耐震化に関す

る取組のパートナーの意見と

して重要であると感じた。（山

口委員長） 

 ご意見を踏まえ対応

していきたい。 
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 （議事３－２）パブリックコメント等の結果について                              

 

 第２期秋田市住生活基本計画および第２期秋田市営住宅等長寿命化計画のパブリックコメ

ントの実施について 

① 意見募集期間 令和３年１月８日（金）から１月２８日（木） 

② 募集方法 市ホームページ、各市民サービスセンター、市民１００人会への依頼等 

③ 意見の提出 ５名 

 意見の概要および市の考え方について 

① 第２期秋田市住生活基本計画への意見および市の考え方 

No 項目 ご意見の概要 市の考え方 

１ 【９４ページ】 

老朽危険空き家

等解体撤去補助

金 

危険な空き家を撤去する事業

は、大変有効だと思います。全国

共通の課題ではありますが、所

有者不明の空き家（行方不明、消

息不明など）の撤去も進めてほ

しいです。中々難しいとは思い

ますが。 

危険な空き家については、所有者

に対し、指導や助言を行い、老朽危険

空き家等解体撤去補助金を活用しな

がら、解体撤去を進めておりますが、

所有者不明の空き家については、危

険回避のための措置を迅速に行うこ

とが必要と捉えております。 

 このため、所有者不明の空き家に

ついても、「空家等対策の推進に関す

る特別措置法」に基づく適切な措置

を検討し、実施してまいります。 

２ 【９４ページ】 

住宅の防犯向上

に向けた支援 

防犯灯設置の推進も重要だと

思います。併せて、防犯カメラの

設置も進めてほしいです。 

防犯灯については、町内会等の意

見・要望を踏まえて設置を推進して

おります。住宅地等への防犯カメラ

の設置については、地域の選定や住

民のプライバシーに関する合意形成

等の課題があることから、設置を推

進することは困難であると考えてお

ります。 

 なお、住宅については、住宅リフォ

ーム支援事業により、防犯カメラな

どの防犯設備を設置する場合の工事

費用等への補助の拡充などを検討し

てまいります。 
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No 項目 ご意見の概要 市の考え方 

３ 【９９ページ】 

空き家定住推進

事業 

県外からの移住者を促進する

ために、県外移住希望者への補

助額をもっと増やしても良いの

ではないでしょうか。 

空き家定住推進事業の補助額は、

工事費の２分の１で上限１００万円

であり、現状の補助額でも、移住希望

者に対するインセンティブになって

いると捉えており、他都市と比べ高

い補助額を設定しております。 

 また、申請される方の要件にもよ

りますが、子育て世帯移住促進事業

や住宅リフォーム支援事業などの他

の補助事業とも併用可能となってお

ります。 

 このため、空き家定住推進事業の

補助額を増やすことは、予定してお

りませんが、ご意見につきましては、

今後の参考とさせていただきます。 

４ 【１１１ページ】 

多様な働き方に

対応した住環境

の整備 テレワ

ークの環境整備

に対する支援 

・地方のＩＴ環境を整備し在宅

勤務などのテレワークをしや

すくする（リモートワーク移

住） 

・リモートワーク環境を整備し、

感染リスクが小さい地域の安

全性を示し、大都市から地方

へ移住の促進をする。 

東京圏から本市へ移住を希望する

かたで、移住元での所属先企業（２３

区内）での業務を引き続き行うテレ

ワーカーに対し、移住に係る費用の

支援や住宅リフォーム支援事業によ

るテレワーク用の住宅改修費用への

補助の拡充などを検討し、大都市か

ら地方への移住や市民の定住促進を

図ってまいります。 

５ 今後の課題およ

び方向性につい

て 

今後の課題であるが現在社会

問題になっている高齢者と住居

の関連である。秋田市でも高齢

者数が今後増加傾向に転ずるこ

とは言うまでもない事実であ

る。公営住宅（市住）に入居する

高齢者、特に独り暮らしの場合

見守りが非常に重要になってく

る。このため、近い将来を考え、

公営住宅（市住）には、管理人を

常駐させることの重要性を考え

る必要がある。また、住人からの

トラブルに対応するため管理人

がこれらを集約し、市側に連絡

する体制を構築する必要があ

市営住宅には、一部の市営住宅（雄

和、河辺）を除き、市営住宅の入居者

の方から管理人として委嘱し、連絡

調整などの事務にご協力をいただい

ております。 

また、市営住宅の管理については、

指定管理者制度を導入しており、日

常的な管理や緊急時の対応は、指定

管理者が実施しているほか、指定管

理者の「ほのぼの推進員」による高齢

者世帯への積極的な住戸訪問を行う

など、住民の要望、苦情、トラブルな

どの対応は、市、管理人および指定管

理者で連携しながら実施しておりま

す。 
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No 項目 ご意見の概要 市の考え方 

る。 

それから、７地域ある市営住

宅を４地域（雄和、河辺、西部、

中央）とし、南部、北部、東部を

中央地域に集約することも一考

策であると考える。 

ご意見につきましては、今後の参

考とさせていただきます。 

手形山市営住宅の建て替えを

令和９年としているがこれを同

箇所ではなく、高梨台の市営住

宅に隣接し、建て替ることを希

望する。理由としては、先に述べ

ているが管理人を常駐させ高齢

者を見守る観点からで、市住が

点在していることで、それだけ

多くの管理人が必要となるこ

と。 

高梨台市営住宅の隣接地には、建

替に必要な敷地の確保が困難です。 

また、高齢者の見守りとしては、指定

管理者が「ほのぼの推進員」による住

戸訪問等を行っており、市、管理人お

よび指定管理者で連携しながら実施

しております。 

 このため、ご意見につきましては、

今後の参考とさせていただきます。 

一つ提案であるが、高齢者に

とって買い物するための移動負

担が一番の問題である。これを

軽減するため新たに建て替えす

る場合、その建物内にストアー

を誘致するスペースを確保し、

買い物の利便性を図ることが重

要である。 

市営住宅の建替については、高齢

化が進む入居者への福祉対応や負担

軽減、子育て世帯への配慮するため、

福祉施設や保育施設などの併設を検

討します。 

 なお、施設の併設については、買い

物の利便性を図るためのストアーの

誘致も考えられますので、ご意見に

つきましては、今後の参考とさせて

いただきます。 

６ 居住誘導区域と

多世帯同居・近居

推進事業につい

て 

Ｐ２３の市街化調整区域や都

市計画区域外のエリアの高齢化

が高い傾向にあるのは、若者の

ライフスタイルから利便性の良

い市街地への居住が考えられ、

老いた父母等は所有する住居、

田畑で営農等を行い地域コミュ

ニティを大切にしながら生活し

ている。子ども、親族が近居する

ことで子育て、高齢者が安心し

て生活できる利点がある。また

荒廃農地の発生防止にもなるの

では。 

本市では、人口減少・少子高齢化が

進行する中、市街地の低密度化が進

み、一定の人口密度に支えられてき

た医療・福祉・子育て支援・商業等の

身近な生活サービスの提供や、地域

のコミュニティの維持などが困難に

なることが懸念されています。 

そのため、本市では、市街地の外延

的な拡大を抑制しながら、都心・中心

市街地と６つの地域中心等に居住誘

導区域および都市機能誘導区域を設

定し、そこに居住や生活サービス施

設等を誘導することにより、コンパ
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No 項目 ご意見の概要 市の考え方 

 そのうえで居住誘導区域の拡

充と多世帯同居・近居推進事業

の要件の緩和（市外にはこだわ

らない。10～20 分で移動可能な

距離等）を検討してはいかが。 

クトで持続可能な市街地を形成し、

市民生活の利便性を継続的に確保す

ることを目指しております。 

このように、本市のコンパクトシ

ティ構想は、市民がさまざまなサー

ビスへ容易にアクセスできる拠点形

成と、それを支えるための居住誘導

を図るものであり、その利便性は市

街化調整区域などの郊外部に暮らす

市民も同様に享受できるものである

ことから、居住誘導区域内の低密度

化につながる見直しは困難であると

考えております。 

また、多世帯同居・近居推進事業の

近居の対象者は、市内在住者には、近

居より同居を促進させるということ

と、事業の目的として市外からの移

住促進を図るため、市外からの移住

者に限定しているものであり、この

ため、事業の要件の緩和は考えてお

りません。 

 

② 第２期秋田市営住宅等長寿命化計画への意見および市の考え方 

No 項目 ご意見の概要 市の考え方 

１ 【２５ページ】 

３）高齢者・子育

て世帯等の入居

者への適切な設

備等の対応 

高齢者世帯が増加してきま

す。高齢者は、家のリフォームを

したいと思っても、資金調達で

きないので諦めているが多いと

思います。高齢者用の市営住宅

を建設してはどうでしょうか。

（土地・建物を市が買い取り、売

却して資金調達をして所有者を

優先的に入居させる。） 

高齢者世帯が家のリフォームをし

たい場合の資金調達の方法としてリ

バースモーゲージ（自宅を担保にし

て、そのまま住み続けながら銀行か

ら融資を受けられる仕組みのローン

制度）等があり、今後、関係部局等と

連携ながらこれらの普及促進を検討

してまいります。 

 なお、現在、市営住宅には、高齢者

の方が多く入居されておりますが、

ご意見につきまして、今後の参考と

させていただきます。 
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３（議事３－５）両計画案等の市長への提言および今後のスケジュールについて 

本委員会では、「第２期秋田市住生活基本計画（案）」（資料２）および「第２期秋

田市営住宅等長寿命化計画（案）」（資料３）を作成し、お示しいたしました。 

今後は、本委員会の結果を受け、計画へのご意見の反映および最終調整を行ったの

ち、これまでの委員会での検討内容および両計画の案について提言書としてまとめ、秋

田市住生活基本計画等策定員会の設置および運営に関する要綱第２条の規定により、市

長へ提言いたします。 

また、両計画の策定については、秋田市議会への報告および市長への提言を経て、３

月下旬に策定する予定です。 

 

【参考：秋田市住生活基本計画等策定員会の設置および運営に関する要綱（抜粋）】 

 （検討事項） 

第２条 委員会は、計画等の策定に必要な次に掲げる事項を検討し、市長に提言する

ものとする。 

(1) 住宅および住環境の課題に関する事項 

(2) 住生活の将来像および基本目標に関する事項 

(3) 前号の基本目標の実現に向けた施策展開および成果指標に関する事項 

(4) 市営住宅等の供給の目標量に関する事項 

(5) 秋田市営住宅等長寿命化計画の改正に関する事項 

(6) 前各号に掲げるもののほか、計画等の策定に必要な事項 

 

表 3-１ 今後のスケジュールについて 

会議等 日程 内容 

① 2/8(月) ・第３回秋田市住生活基本計画等策定委員会 

― 2 月中旬 ・①の意見を踏まえた修正および最終調整、提言書作成作業 

② ２月下旬 ・委員長との協議、提言書案作成および各委員の確認 

― ３月上旬 ・市議会への報告 

― ３月中旬 ・市長への提言書提出 

― ３月下旬 
・第２期秋田市住生活基本計画および第２期秋田市営住宅等長

寿命化計画の策定および公表 

 

 

 

 

 

 


